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委 員 長 報 告 書 

 

さる３月５日の本会議において、本委員会に付託された 

議案第 28 号  橋本創生総合戦略審議会条例について 

を審査するため、３月 11 日に委員会を開催し、慎重審査の結果、全会一致

で原案のとおり可決すべきものと決しましたので、以下その概要を報告し

ます。 

 

記 

 

議案第 28 号は、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、市の地方人口

ビジョン及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を平成 27 年度に策定

するにあたり、市民をはじめ関係者からの意見を広く反映させるため、市

長の附属機関として新たに審議会を設置するための条例である。 

委員から、審議会における審議の内容、委員の人選及び任期の設定、会

議を非公開とする具体的想定について ただしがあり、審議の内容につい

ては、人口ビジョンに基づき目標・施策を総合戦略として取りまとめ、市

から原案を審議会に諮り、意見をいただき答申を取りまとめる。委員の人

選について、現時点では、大学教授、地元高等学校の校長をはじめ、商工

会議所、商工会、ＪＡ、紀陽銀行、区長連合会、女性会議、青少年団体連

絡協議会、母子保健推進員、橋本おやこＮＰＯの各代表、伊都振興局長、

副市長、教育長等を想定している。委員の任期は、次期総合計画の策定期

間をふまえ３年としている。会議において、個人情報等特定の情報を扱う

場合に非公開とすることを想定している との答弁がありました。 

策定業務のコンサルティング業者への委託とその策定期間について 

ただしがあり、人口動態の要因、アンケート等の各種調査結果の集計及び

分析業務を委託することとしている。また、10 月までに策定することにつ

いては、これにより、地方創生先行型交付金における上乗せ交付の対象と

なる可能性があること、及び本格的な交付金事業にかかる平成 28 年度当初

予算編成作業に間に合わせるためである との答弁がありました。 
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新しい分野・発想のもとでの施策立案が大切であり、若者世代や女性の

参加が必要であると考えるがいかがか とのただしがあり、若者や女性の

視点で考えるということは非常に重要であると認識しており、審議会を組

織する段階における若い世代からの委員登用、またその後のワークショッ

プ、市民会議、アンケート調査及び市行政各部からの聞き取りの中で、幅

広い世代から意見を取り込み、施策の作り込みをしたい との答弁があり

ました。 


